
株式会社コメ兵ホールディングス、代表取締役社長の石原

でございます。

それではこれより、2025年3月期 決算について、説明い

たします。



まず、今回の決算説明の概要について、お話しします。

１つめ、
2025年3月期通期の実績は、前期比で増収減益でした。

詳細は後ほどご説明いたします。

2つめ、
国内外の出店は順調に進捗しております。

新たな店舗形態にもチャレンジしながら、拡大を続けてお

ります。
3つめ、

中期経営計画に沿った、成長投資を積極的に行いました。

中期経営計画の達成に向けて、機会を捉えながら、競争優

位性を活かした事業計画を推進しております。



こちらが資料の目次です。

本日は、１～５までをご説明いたします。



まずはじめに「会社概況」です。



当社グループは、つくる人に敬意をもち、つなぐ人に感謝

し、手にする人に感動を提供することで、循環型社会の共
感を創っていきます。を「Mission」とし、リレーユースを

「思想」から「文化」にする。をわれわれが目指す「Vision」

として掲げております。



こちらのページでは、当社グループのイメージをつかんで

いただけるよう、指標を列挙しております。
創業は1947年で今期は創業78年となりました。

従業員数は、前年から500名弱増加し1,895名です。

従業員数が大幅増加するなか、定着率は93％と高水準で

推移しており、人材育成と定着の促進が業績と企業価値の

向上につながっていると考えます。



こちらは、当社の事業構成をまとめております。

ブランド・ファッション、タイヤ・ホイール、不動産賃貸の3事

業を展開し、人から人へのモノの伝承・有効活用である「リ

レーユース」を国内外で支えます。



それでは、2025年3月期 連結業績についてお話しいたしま

す。



2025年3月期 決算ハイライトはご覧のとおりです。

連結で個人買取額と売上高は過去最高でした。

順に詳細をご説明いたします。



連結損益計算書の状況です。

通期では、売上高、売上総利益は過去最高でしたが、売上

総利益率の低下及び販管費の増加により、営業利益以下は

減益となりました。



連結売上高と売上総利益率の推移です。

2025年3月期は第2四半期に時計・バッグの相場下降が

あり、第4四半期まで小売・法人販売ともに売上総利益率

は低下しております。



連結営業利益の分析です。

小売・法人販売が好調で売上高は大幅に増加しました。

売上総利益率が低位になったこと、成長投資による販管費
の増加により、営業利益は減益となりました。



販管費の推移です。

4社のグループ会社化、新規出店とそれに伴う人材の採

用・育成を強化したことで、販売費及び一般管理費が大幅

に増加しました。

なお、売上高の伸びに対して、販管費をコントロールしたた

め、売上高販管費率は18.3%に抑えることができました。



営業外損益、特別損益です。

グループ会社化に伴う負ののれんで4億7,600万円を計

上しています。



貸借対照表の概況です。

株式会社アールケイエンタープライズ、他3社のグループ化

等により、棚卸資産、固定資産、有利子負債が大幅に増加

しました。

売上高拡大の原資となり、成長に直結する棚卸資産も順調

に増加しております。

なお、当社グループの棚卸資産は流動性が高く、先行投資

した鮮度の高い潤沢な在庫は競争優位性になります。

また、現金及び預金と棚卸資産の合計が有利子負債より大
きいため、リスクは限定的と考えております。



ブランド・ファッション事業の在庫回転です。

時計等の相場変動に対して、リスク在庫を優先的に法人販

売に向けました。

小売り向け商品を法人仕入で補った結果、売上総利益率が
低下しました。

その結果、リスク在庫は計画通りに処分できました。
在庫回転率を高め、交叉比率は維持できました。



キャッシュ・フローの状況です。

営業活動CFは、アールケイエンタープライズ他3社のグ

ループ会社化及び個人買取が好調で棚卸資産が増加した

ため、資金支出となりました。

投資活動CFは、グループ会社化した株式の取得による支

出が増加したため、大幅な資金支出となりました。

財務活動CFは、以上の投資を賄うため、短期及び長期借

入金が増加したため、大幅な資金収入となりました。



個人買取額の推移です。

買取専門店の出店や既存店の成長により、前期比

128.8％で過去最高の個人買取額となりました。



売上高の内訳です。

小売比率と海外比率は、例年並みで推移しております。

国内免税比率は、訪日外国人のお客さまの増加に伴い、前
期と比べて2.8ポイント増の15.4％となりました。



続いて、セグメント概況です。



セグメント別の決算サマリーはご覧のとおりです。

ブランド・ファッション事業は増収減益、タイヤホイール事業

は増収増益となりました。



セグメント別の決算概況です。

ブランド・ファッション事業の売上高は1,530億7,800万

円、営業利益は57億1,700万円、

タイヤ・ホイール事業の売上高は58億7,200万円、営業利

益は３億円、

不動産賃貸事業の売上高は3億5,800万円、営業利益は１

億800万円となりました。

ブランド・ファッション事業は、個人買取と小売・法人販売
が好調でしたが、営業利益は減益となりました。

タイヤ・ホイール事業は、タイヤの販売が好調でした。



グループの店舗数は、ご覧のとおりです。

通期では、国内外に65店舗を出店しました。



事業会社コメ兵の経路別仕入・販売の状況です。

出店やインバウンド需要に備えた積極的な法人仕入により、

法人仕入比率が前年同期に比べて6ポイント上昇しました。

また、国内・海外からの小売りのお客様は増加しましたが、

法人販売も積極的に活用したため、小売比率は1ポイント下

降して、40％になりました。



オークションの出来高の推移はご覧のとおりです。

下期から、２つのオークション運営会社をグループ会社化し

たため、４つの法人オークションを運営しております。

相場変動に伴う法人間での売却ニーズが高まり、会員企業

数や出品数が増加しました。



タイヤ・ホイール事業の概況です。

冬用タイヤ及び夏用タイヤの新品販売、自社企画ホイール

の国内外での販売が好調に推移しました。

個人買取も好調で、潤沢な在庫を確保し、中古売上高が増

加したこと、冬用タイヤの販売割合が想定以上に増加した

ことが収益性の向上に貢献しました。



続きまして、中期経営計画の進捗についてお話しいたしま

す。



リユース市場の展望は、ご覧のとおりです。

国内のリユース市場は順調に拡大し、今後も順調に成長し

続けていく、明るい見通しとなっております。



そのような中、当社グループは、個人買取、オークション、

小売・卸売りの各市場でゆるぎない基盤を確立しておりま
す。



重要投資項目、支える経営基盤、戦術オプションを設定し、

主力のブランド・ファッション事業について、

①売買、

②流通関与、

③市場成長関与 の３つのビジネスによりグローバルで売

上高やGMV拡大、企業価値の向上を目指します。



2025年3月期を初年度、創業80周年にあたる、2028年

3月期を最終年度とした中期経営計画の基本方針は

・事業成長の実現

・サステナビリティ経営の深化
・資本コストを意識した経営の推進 の３つです。



そして、当社グループの競争優位性は、人材、商品の年間

流通量、ブランドリユース市場でのシェア と考えておりま
す。

中期経営計画は、事業環境とこれらの競争優位性を踏まえ、
事業成長と企業価値の向上を追求しています。



今後のブランド・ファッション事業のM&A戦略については、

成長余力の大きいグローバル市場や顧客価値向上につな
がる領域でM&A等を引き続き検討していきます。



2028年3月期までの数値目標はご覧のとおりです。

当社はローリング方式でガイダンスをお示ししております。

5月14日には、オレンジ枠で囲っている2026年3月期か

ら2028年3月期まで3か年の計画を公表いたしました。

法人取引相場が上昇しづらい環境下においても売上高の

拡大と利益体質の改善を図り、利益率を向上させてまいり
ます。

2026年3月期は、売上高2,000億円、営業利益80億円、

経常利益74億円、親会社に帰属する当期純利益46億円
を目指します。

前期は、グループ会社化に伴う負ののれん発生益が発生し
たため、最終利益が大きく伸びました。



今期は、「負ののれんをのぞいた」前期の親会社株主に帰属

する当期純利益と比較して、増益を目指します。



中期経営計画の進捗状況ご覧のとおりです。

まず、基本方針１番目の「事業成長の継続」につきまして、

ブランドファッション事業では
売買ビジネスは、国内外で計画通り出店ができました。

KOMEHYOの旗艦店は今期2店舗出店する予定です。

流通関与ビジネスは、オークション出品点数は、前期比

131％と好調に推移しました。

BRAND OFF買取専門店は計画未達ですが、今期以降も

大手法人を中心に営業を強化していきます。

市場成長関与ビジネスについては、楽天ラクマに提供する

検品サービスで2025年3月の月間利用件数が、前期比
10倍以上と好調です。



AIはグループ９社に導入し、人材育成の効率化をサポート

しています。
JFRとの合弁会社は、今期8月以降に出店を開始します。

タイヤホイール事業では、海外売上高比率が前期比157％
と好調に進捗しております。

また、中古売上高比率は前期比110％と順調です。



基本方針２番目の「サスティナビリティ経営の深化」につい

てです。

カーボンニュートラル社会の貢献は、再エネ転換や削減貢

献量の算定など、計画通り進捗しています。
人材については、定着率は上昇し、一人当たり売上高と

ToMo指数は微減ですが、高い水準で進捗しています。

基本方針３番目の「資本コストを意識した経営の推進」につ

いてです。

成長投資と株主還元については、ROEと自己資本比率を、
事業環境や資本政策方針の変更により、目安を変更します。



直近では、出店戦略等により、個人買取が好調に推移し、回

転を重視した最適な在庫コントロールを行ったことで資本
コストを上回るROEを確保できました。



次に、2026年3月期の見通しと取り組みについてお話し

いたします。



2026年3月期 業績に影響する与件整理については、ご

覧のとおりです。

為替や関税政策、各国の経済環境を受け、不安定な相場環

境は継続する見通しです。



「2026年3月期 主力商材の相場予測」については、ご覧

のとおりです。

為替相場や関税政策などの経済環境の不透明さから、バッ

グ・時計の高額品については不安定な相場傾向となる見込
みです。

希少性の高いヴィンテージアイテムや実需要の高い小売り
向きの商品については上昇傾向となる見込みです。



2026年3月期 連結・事業セグメントの計画については、

ご覧の通りです。

通期で売上高2,000億円、営業利益80億円、営業利益率

4％を目指します。



2026年3月期 四半期別の連結業績予想です。

個人買取の拡大等により売上高は好調に推移するものの、

販売費などの販管費は上昇する見込みで、上期は減益の見

通しです。

一方、下期は堅調に推移する想定のもと通期では増収増益

と想定しています。



2026年3月期 連結営業利益予想の分析についてです。

仕入強化による潤沢な在庫を確保し、売上高を積み増しま

す。

法人取引間相場が軟調に推移し、上昇しづらい傾向の中、

小売強化などによって、収益力を向上させることで通期の

売上総利益率は、前期から0.9ポイント改善の23.1％を目
指します。

なお、小売強化のため、販売費等の販管費は大幅に増加す

る見込みです。



配当予想についてです。

2026年3月期は、中間配当金53円、期末配当金53円、2
円増配の年間配当金106円を予定しております。

配当性向20％を目安に、「安定配当」と「増収増益に基づく
増配」が継続できるよう注力してまいります。



資本政策の基本方針についてです。

持続的な企業価値向上を目指し、ROEを15%以上を目安

に中長期的な向上を図ってまいります。

健全な財務基盤のもと、戦略的投資を機動的に実施し、収
益性と資本効率を追求します。

当社グループの棚卸資産の考え方と調達方針について、ま
ず、棚卸資産については、滞留期間や含み益をコントロー

ルし、簿価未満となるリスクを最小限に抑える在庫マネジ

メントを行なっております。

また、ブランドリユース市場での法人間取引や自社オーク

ションの拡大などにより、大半の棚卸資産が、簿価以上、か

つ、短期間でキャッシュ化ができるものです。

よって、「現預金と棚卸資産の合計」が「有利子負債」を上回



る状態においては、返済不能リスクは限定的と認識してお

り、その上回る範囲を借入余力として保守的に見積もって
おります。

以上のことから、引き続き、事業成長に必要な在庫、各種投
資の原資については、営業キャッシュフローに次いで、有利

子負債の活用を中心にしてまいります。

有利子負債の活用については、2028年3月期までの中計

期間中は自己資本比率35%を目安に、財務安全性を維持

しながら、今後も、適切な在庫マネジメント、設備投資を中

心とした投資効率のマネジメントを行うことで、借入余力を
維持・増大させ、M&A等の戦略投資や事業環境悪化時の資

金調達に備えます。

また、市場状況や株価動向、当社の財務状況、戦略の推進

状況等を鑑みながら、エクイティでの調達可能性についても

適宜検討し、財務の安全性、柔軟性を確保いたします。



経営資源の分配方針についてです。

資金調達と経営資源の分配イメージは、ご覧の通りです。

ブランドリユースを中心とした成長市場におけるシェア獲

得のための先行的な在庫確保、設備投資を最優先に行いま
す。

また、一定の財務規律を保ったうえで、Ｍ＆Ａ等の非連続
な成長に向けた投資も積極的に行います。



2026年3月期の注力ポイントは、「シェアの拡大」と「利益

体質の改善」です。

外部環境や2025年3月期に実施したM＆Aにより、商材・

チャネル構成比が変動したことを踏まえると、当社グルー
プ全体の利益成長のためには、トップラインを押し上げ、

シェアを拡大していくことが不可欠だと考えております。

強みである顧客基盤と新規出店による個人買取と小売の

強化に加え、協業による仕入・販売の強化、リユーステック

の推進など、今後も積極的な投資を国内外で継続しながら、

利益体質の改善を図ってまいります。



以上でご説明を終了します。


